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広報実施結果 
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街頭ＰＲ 講習会等 広報媒体活用

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

実績
概要

街頭等における広報８回及び横断幕掲出１　　　 講習会１８回及び運行管理者講習における啓発 広報媒体活用３事例

・車限令講習会（ １８日 安城トラック事業協同組合・中日本高速） ＨＰによる重量違反防止啓発広報

（中日本高速道路）

・会報誌への啓発記事掲載

（名古屋商工会議所）

・会員企業への啓発チラシ送付

（三重県トラック協会）

・運行管理者講習会における啓発

（通年 中部運輸局）

・講習会

（１８日 岐阜県トラック協会） ３８名

・講習会

（２０日 三重県トラック協会鈴鹿支部） ２６名
・啓発横断幕の掲出（静岡県）

・道の駅における街頭広報

（ １日 伊賀市、三重県、三重県警、中部地整 ほか）

（１０日 静岡県、県道路公社、中部地整 ほか）

・ネックスプラザ夏休みフェスティバルでの広報

（３日～６日 名古屋高速道路公社）

・トラックと交通安全環境フェアにおける広報

（１日 愛知県トラック協会・中部地方整備局）

・ネックスプラザ秋フェスティバルでの広報

（１５日 名古屋高速道路公社）

・街頭広報

（１７日 静岡県トラック協会、ネクスコ東日本、静岡県警）

（１８日 静岡県トラック協会、静岡運輸支局、静岡財務事務所）

・プレストレストコンクリート建設業協会向け説明会

（１３日 中部地整・中部運輸局） １３名

・講習会

（９日 愛知県トラック協会 重量鉄鋼部会・海コン部会） １０１名

・講習会

（２７日 三重県トラック協会（冨田トラック事業協同組合）） ２２名

・車限令講習会（ １５日 冨田トラック事業協同組合・中日本高速）

（２２日 中信トラック事業協同組合・中日本高速）

・車限令講習会（ ７日 三重県トラック協会・中日本高速）

（２６日 桒名トラック事業協同組合・中日本高速）

・車限令講習会（２１日 愛知県貨物運送協同組合連合会・中日本高速）

（２７日 富田トラック事業協同組合・中日本高速）

・車限令講習会（ 東三河キット利用事業協同組合

＋愛知県トラック協会東三河支部・中日本高速）

・車限令講習会（６日 飯伊トラック事業協同組合

７日 愛知県貨物輸送協同組合

１３日 日本貨物運送協同組合連合会

１６日 岐阜流通事業協同組合・中日本高速）



活動報告 

（１）街頭ＰＲ等 

①道の駅における広報 

「道路ふれあい月間」における広報 
 
日時：H29.8.1 
場所：道の駅「いが」 
（三重県伊賀市） 
 

日時：H29.8.10 
場所：道の駅「伊豆ゲートウェイ函南」 
（ 静岡県田方郡函南町） 

 

トラックと交通安全・環境フェア 
日時：H2910.1 
場所：トヨタスタジアム 

・広報チラシの配布 
・清掃活動 等 

②愛知県トラック協会主催イベント 

・ブースを出展 
・一般来場者に対する広報を実施 

3 伊豆ゲートウェイ函南における広報の状況 



（２）講習会等 

① トラック協会における講習会 

② 荷主企業・団体、自治体職員向け説明会 

活動報告 

 
 

◇ 岐阜県トラック協会における講習会 
  日 時：H29.6.19 
  対象者：岐阜県トラック協会所属加盟の重量品輸送事業者 
  参加者：38人 
 
◇ 愛知県トラック協会における講習会 
  日 時：H29.11.9 
  対象者：愛知県トラック協会海コン部会・重量鉄鋼部会員 
  参加者：約１０１人 

 
 
 

◇ プレストレストコンクリート建設業協会（ＰＣ建協）における説明会 
  （中部運輸局と中部地方整備局による説明会） 
  日 時：H29.9.13 
  対象者：ＰＣ建協加盟社 
  参加者：13人 
 
◇ 名古屋市職員研修会における説明の実施 
  日 時：H29.8.3 
  対象者：名古屋市土木事務所職員 
  参加者：30人 
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ＰＣ建協における説明会 

岐阜県トラック協会における講習会 

ＰＣ建協中部支部幹部の
定例会における説明会を
提案し、運輸局と共同で
説明会を実施。 

名古屋市の道路関係事務
所職員に対し、特車制度
に関する説明を実施。 

トラック協会からの要請
を受け、同会において制
度説明を実施。 



（２）講習会等 

③ 運行管理者講習における啓発 

活動報告 

 
 

◇ 対象者：約12,000名 
◇ 対象範囲：中部運輸局管内（愛知、岐阜、三重、静岡及び福井県） 
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活動報告 

（３）広報誌の活用 

掲載日：那古野BUSINESS（名古屋商工会議所会員企業向けの広報誌） 
発行部数： 17,000部 

【掲載内容】 

荷主に向け
た広報 
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（４）現地取締の実施状況 

7 
積載物の状況 

【実施日】平成２９年１０月４日（水）  
【場 所】国道２１号 
       関ヶ原除雪基地（下り） 
【概 要】①重量超過車両に軽減措置命令発出 
     ②積み替え車両手配 
     ③積み替え車両到着、軽減作業実施 
     ④作業終了後再計量（約42t→36.2t） 
     ⑤運行再開（約3時間後） 軽減作業状況 

（向かって右の車両から左の車両に積み荷を移動） 

◇ 軽減措置事例 

違反台数 警告 徐行 夜間通行 軽減措置

愛知 8 20 18 16 1 1 鉄屑

三重 13 36 15 13 2 鉄屑1、コイル1

岐阜 10 44 30 22 2 6 鉄屑４、鉄骨1、建設機械１

静岡 2 3 2 2

長野 8 22 21 21

合計 41 125 86 74 2 1 9

実施数

取締り結果内訳（台）

計測数 軽減措置車両の積荷県名

県名 実施数 計測数 取締り内容内訳（台） 軽減措置車両の積荷 

違反台
数 

警告 徐行 夜間
通行 

軽減措
置 

愛知 8 20 18 16 1 1 鉄屑 

岐阜 10 44 30 22 2 6 鉄屑４、鉄骨１、建設機械１ 

三重 13 36 15 13 2 鉄屑1、 コイル１ 

静岡 2 3 2 2 

長野 8 22 21 21 

合計 41 125 86 74 2 1 9 

活動報告 

① 平成２９年度 (4月～10月）中部地方整備局による現地取締り状況 



（５）活動の効果検証 
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• 全国における許可件数の増加傾向と同様に、中部管内の許可件数も年々増加している。 
 

• 協議会の活動開始後（H27.1)は許可件数の増加率が向上し、活動の効果がみられる。 
 

• 許可件数内訳では、「個別協議なし」の割合が増加し、未収録道路を含む申請により他の道路管理者への
協議が必要となる「個別協議あり」の割合が減少しており、道路情報便覧への収録の効果がみられる 

（全国） 

内
訳(%

) 

許
可
件
数 

協議なしの割合が年々増加し、平成28年度は
平成24年度の１７％から10%増の27%となり、
許可件数の4分の１超が協議なしとなった。 

協議会が活動を開始したH26年度までの3年間と開始
後の3年間では、許可件数の伸び率が増加。 

協議会開始 
（H27.1） 

年度 

活動報告 

許
可
件
数 

① 申請状況の推移 



資料２  今後の活動方針（案） 

（１）広報の継続推進 
 
（２）取締りの継続推進 
 
（３）公共事業違反ゼロPTの設置 
 
（４）大型車適正通行事業者の公表 
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街頭ＰＲ 講習会等 広報媒体活用

１１月

１２月

１月

２月

３月

・街頭広報

（静岡県トラック協会）

・講習会

（静岡県トラック協会）

・過積載防止強化月間に係る

電光掲示板にメッセージ掲揚

（静岡市）

・過積載防止メッセージの

掲示活動（浜松市）

・講習会

（中部地整）

・ 街頭広報

（中部地整）

・ 新聞広告出稿

（中部地整）

・車限令違反防止のチラシ配布

（３０日 安濃SA（上） 中日本高速）

・車限令違反防止のチラシ配布

（４日 亀山PA（上）、

６日 守山PA 東郷PA（上・下）

８日 刈谷HWO、美合PA（下）、土山SA

１２日 長良川SA（下）

１５日 恵那峡SA（上）、伊北IC、飯田IC

１８日 養老SA（下）

２０日 駒ヶ岳SA（下）

２３日 多賀SA（下） 中日本高速）
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広報等計画 



（1）広報の継続推進 

新聞広告、自治体広報誌掲載の推進 

3 
【新聞広告等への掲載内容イメージ（案）】 

• 一般の方向けに協議会の取り組みを周知するため新聞広告を実施 
     （12月中に掲載予定・・・一般の方の目に触れるよう休日を選定） 

• 自治体広報誌の誌面を借りて協議会の取り組みを周知 
 協議会参加の自治体の他、市町にも働きかけ、年に1回程度広報誌への掲載を依頼 
 新聞広告（下記）をもとにスペースに合わせて事務局から素材を提供可能 



（2）取締りの継続推進 

合同取締りの推進 
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違反台数 警告 徐行 夜間通行 軽減措置

愛知 8 20 18 16 1 1 鉄屑

三重 13 36 15 13 2 鉄屑1、コイル1

岐阜 10 44 30 22 2 6 鉄屑４、鉄骨1、建設機械１

静岡 2 3 2 2

長野 8 22 21 21

合計 41 125 86 74 2 1 9

実施数

取締り結果内訳（台）

計測数 軽減措置車両の積荷県名

• 今後も継続して取締りを実施 
• 道路管理者の協力により、並行路線での取締り実施など効果的な取締りを検討 

• 11月9日に首都圏の18か所にて国土交通省、警察、高速道路株式会社が合同で首都
圏に流入・通過する過積載車両を一斉に取り締まる合同取締りを実施。 

• 道路法・道路交通法・道路運送車両法による３法同時合同取締を実施 

http://www.mlit.go.jp/report/press/road01_h
h_000904.html 

【首都圏大規模同時合同取締り結果】 
 
●実施日時：11/9 10：00-12：00 
●取締り結果 
 
計測台数：117台 
違反台数：48台 
 
道路法違反の指導内容 指導警告：23台 
           措置命令：25台 

図 首都圏大規模同時合同取締りを行った18か所 

関東地方の例： 



（３）公共事業違反ゼロPTの設置 
 
公共事業違反ゼロPTの設置 
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背景 
• 違反車両は建設業系の大型車に多い現状あり 
• 建設機械類は重量違反が大幅な重量超過につながりやすい 
• 建設機械等を利用する公共工事は荷主が発注者（=PTメンバー※） 

• 工事発注時における特車許可確認の徹底 
• 特車走行確認のチェック 
• 違反常習者の情報共有 
• 違反常習者の重点チェック 

＋ 

未収録区間
の便覧登録 

審査体制 
強化 

許
可
手
続
き

の
短
縮 

②公共工事の現場における問題点の有無・内容を把握する 
→今後重点的に周知・広報すべき対象の絞り込み 
→問題を抽出し、今後の対応策につなげる 

さらに効果的な取組みを行うために 

上記を明確化するためのアンケートを実施 

中部地方整備局・愛知県・岐阜県・三重県・静岡県・名古屋市・静岡市・ 
浜松市・NEXCO中日本・名古屋高速道路公社 

※PTメンバー 

①公共工事の現場における発注者側の取り組みを中部管内全体へ展開 

国交省や一部
自治体は既に

実施 



工事発注部署や工事監督部署と連携した取り組みを実施 

6 国土交通省 土木工事共通仕様書（抜粋） 中部地方整備局 土木工事特記仕様書（抜粋） 

• 特車通行許可制度について公共工事の仕様書等へ記載するなど、違反の未然防止に向けた取り
組みを検討 

• 協議会メンバーから各自治体へ順次拡大 

①公共事業発注者のチェック体制強化【公共事業違反ゼロPT 】 



公共工事における問題点や、違反が発生する背景とその対応策を想定したアン
ケート案の作成 

P 

D 調査の実施 

C 調査結果の分析 

対応策の適用 A 

• 公共工事における関係主体の整理 
• 関係主体ごとの違反の発生背景を想定 
• それに対応する対応策を想定 

• アンケート調査の実施 

• 分析結果を受けターゲットを絞り込んだ広報ツールの作成・配布 

• 回答結果をもとに違反要因を整理 
（「誰が」、「どのような背景で」違反をしてしまう傾向にあるのか） 
• 重点的に働きかけを行う主体の明確化 
• 働きかけを行うべき内容の明確化 

②アンケートによる要因・対策分析【公共事業違反ゼロPT 】 
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アンケートにより公共工事の現場における問題点の有無・内容を把握 

• 発注者側の①の取り組みに加え、受注者側の違反をしてしまう背景・要因を分析 
• 分析結果をもとに、受注者側への効果的な働きかけを行う（対応策の適用） 

全体的に違反ありきの質問なので、公共事業における問題点の有無と 
問題点があればその内容を確認するような質問になりませんか？ 

「公共工事にお
ける問題点や」

を追記 

別紙アンケート
参照。 



（４）大型車適正通行事業者の公表 

大型車の適正運行に取り組む事業社へのインセンティブ 

8 

荷主企業・団体への制度説明及び
遵守の働きかけ 

現地取り締まりの強化と 
不適正事業者への罰則、公表 

不適切な発注の減少 

不適正事業者への発注による 
デメリットの浸透 

公表対象の条件（案） 

トラック協会ＨＰで公表・適正化協議会ＨＰへリンク 

荷主企業・団体に対する周知／広報 

適正通行に取り組む事業者と 
それ以外の事業者との差別化 

適正通行に取り組む事業者の公表 

① 安全性優良事業所認定を受けている（認定書の提出により確認） 
 
② 車両制限令等関係教育が行われている（自己申告） 
 
③ トラック協会主催の大型車通行適正に関する講習に参加している（出席者名簿等で確認） 
 
④ 過去１年間、道路管理者から車両制限令に基づく警告又は行政処分を受けていない（自己申告） 
 
⑤ 業務支援型ETC2.0を装着し、特車ゴールドを利用している（セットアップ書面提出により確認） 
    ※ 特車ゴールド対象車種を保有していない事業者にあっては業務支援型ETC2.0装着のみを条件とします 



（１）ダブル連結トラック走行状況 
 
（２）過積載車両の荷主対策【試行】 
 
（３）重量物輸送に係る基準緩和の見直し 

1 

資料３  話題提供 



ダブル連結トラック走行状況 

2 

ダブル連結トラック実験について 
○申告なドライバ―不足が進行するトラック輸送の省人化を促進するため特殊車両許
可基準を緩和、1台で2台分の輸送が可能な「ダブル連結トラック」を導入 

○Ｈ２８年１１月より、２５ｍ車両との比較データ収集のために、２１ｍ車両にて、
新東名を中心とした走行ルートで実験を開始。 

○Ｈ２９年１０月から、順次、2１ｍ超車両での実験を開始。 
 
 
 
○今後、実験結果をとりまとめ必要な条件等を整理し、Ｈ３０年度中に本格導入予定。 

・１０月１６日から福山通運が日本初となる２５ｍダブル連結トラックの走行開始。 
・１１月１日からヤマト運輸が２５ｍ車両の走行開始。 
・日本梱包輸送倉庫が今後、参加予定。 



3 

平成29年11月9日 第14回物流小委員会 資料 

過積載車両の荷主対策【試行】（全体像） 



4 

重量物輸送に係る基準緩和の見直し 

長大又は超重量物を輸送するトレーラ等の保安基準緩和自動車については、その使用の特殊性から安全な運行の確保のため、基準緩和の認定を
行う際に付された期限、条件及び制限を遵守し、運行されている。一方で、この条件や制限を守らずバラ積み輸送や特殊車両通行許可無許可等の
不正使用が行われた結果、重大事故を惹起させる事案も見受けられる。 

安全レベルが低下し、重大事故を惹起・公平な競争環境が確保されず、法令遵守する事業者に強い不満 

運送業界からの要望 

単体物に係る基準緩和トレーラ車両の継続緩和認定の期限延長および悪質な運送事業者を排除するため、違反行為に対する指導・処分の強化 

認定要領の改正 処分要領の見直し 

緩和認定の継続申請において関係書類を細かくチェックし、問題点を指導すること
が安全輸送を確保する上で必要かつ効果的であることから、引き続き認定の期限
を付す一方、安全運行体制や法令遵守体制が徹底されていると認められる貨物運
送事業者が申請する継続緩和については、認定の期限を延長し、インセンティブを
付与する。 

限られた地方運輸局の要員で基準緩和車両の違反事実の確認から行政処分まで
の一連の手続きを迅速かつ公正に処理できるよう、従来の基準緩和自動車行政処
分等要領を根本的に見直す。 

概要 概要 
・安全性優良事業者認定制度（Ｇマーク制度）を活用して、法令遵守体制が徹底さ
れていると認められる事業用の基準緩和自動車については、継続緩和認定におい
て緩和の有効期間を現行の最長2年から3年へ延長し、その後も適切な運行が確保
されている場合は、次回以降の継続緩和認定において最長4年まで延長する。 

・違反運行の疑いのある基準緩和自動車の使用者に対しては、道路運送車両法第１００
条第２項に基づく立入検査等を実施し、事実関係を確認すること。 

・確認した違反内容に応じた違反点数の算定方法を規定し、基準緩和自動車ごとに算出
した違反点数の合計により、これら自動車の使用者に対し行政処分等を行う。 

・違反点数は定められた期間中、使用者ごとに累積し、一定の点数に至った場合、当該
使用者が申請する基準緩和の認定をしない場合の理由とする。 

法令遵守体制が徹底していると認められる基準
緩和自動車については、手続きの簡素化 

基準緩和認定において付された条件や制限に違反し、
重大事故等を惹起した基準緩和自動車の認定の一
発取り消し等、行政処分の取り扱いを明確化 

（要件） 

Ｇマーク認定事業所が継続緩和を申請する自動車で、
前回基準緩和認定日から継続緩和申請日までの間に
基準緩和自動車の行政処分等が無い場合。 

現行 

一律 

新規2年 
 

継続2年 
 

改正案 

要件に満たない自動車 要件を満足する自動車 

新規2年 
 

継続2年 
 

新規2年 

初回継続 3年 
2回目以降 4年 
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